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まえて、近代大学における教育の機能には 3 つの潮流があった。それらは、1 つ目は専門

























































































































































































会誌』第 24 巻第 1 号（2002 年）では、「アジア諸国の大学教育改革」と題されたシンポ
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条）、本章では、4 年制から 6 年制の学士課程として行われる教育に対して大学教育という
用語を用い、そうした教育を提供する機関の総称を大学とする。 































 韓国の大学教育に関する制度的枠組みは、「高等教育法」（法律第 135715 号）と「高等
教育法施行令」（大統領令第 27456 号、以下、「施行令」と略）に定められている。これら
の規定には、大学組織の構成（第 19 条、「施行令」第 9 条）、大学の学則規定事項（「施行
令」第 4 条）、学期・授業日数（第 20 条、「施行令」第 11 条）、教育課程の運営（第 21 条、
「施行令」第 14 条）、学位課程の統合と学生の専攻履修等（第 29 条、「施行令」第 19 条、








































向上がめざされている。支援対象は計 32 校程度で、そのうち 29 校は、2014 年と 2015























る大学を選定するものである。選定倍率は毎年高くなっており、2016 年度には 23 倍に達
している。その中から選定された大学の取り組みは、国として考えられている優れた教育
の条件に合致するものであり、したがって韓国における大学教育に対する考え方をとらえ
る手がかりとして適切だと考える。そこで、本項では、2016 年に ACE 事業の支援対象に
選ばれた大学の取り組みに焦点を当て、序章で提示された付加的プログラムの類型（補充
的・拡充的プログラム）にもとづいて分類したうえで、全体的な傾向と方向性を確認する。 























 表１－１ 付加的プログラムの類型、内容及び実施大学 
プログラムの 
類型 

















  入学から卒業まで、 






















































出典：2014 年、2015 年の各大学の ACE 事業計画書（http://eduup.kcue.or.kr/supportfund/sup 

















 補充的プログラムとして取り上げる 1 つ目の事例は、全北大学校（以下、全北大と略）
の「基礎学力強化のための 4 学期制とレベル別クラス分け授業運営」である(16)。 
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貫して上昇し、2002 年に 15.0％になった後、2014 年には 37.5％に達している(4)。普通高
等教育についても同様に拡大が見られ、1999 年を画期としてよりいっそうの拡大が図られ
てきている（表２－１）。2014 年時点では、普通高等教育機関 2529 校のうち 1202 校で本
科課程段階以上の教育が提供されており(5)、これらの機関の本科課程に在学する学生はあ





















合計 本科課程学生 専科課程学生 
1980 675     1,143,712  861,926  281,786   
1985 1,016     1,703,115   1,122,643  580,472   
1990 1,075   2,062,695 1,320,124  742,571   
1995 1,045     2,906,429  1,638,200  1,268,229   
2000 1,041     5,560,900  3,400,181  2,160,719   
2005 1,792     15,617,767  8,488,188  7,129,579   
2010 2,358     22,317,929  12,656,132  9,661,797   
2014 2,529     25,476,999  15,410,653  10,066,346   
  出典：『中国教育（事業）統計年鑑』人民教育出版社、各年版より筆者作成。ただし、2014 
年については「高等教育学校（機構）数」（http://www.moe.gov.cn/s78/A03/moe_56 
0/jytjsj_2014/2014_qg/201509/t20150901_204585.html、2016 年 11 月 13 日最終確 
認）、「普通、成人本、専科分挙辦者学生数」（http://www.moe.edu.cn/s78/A03/moe_ 







































































































 2016 年には、全国で 96 の高等教育機関で、あわせて 7432 名の学生を民族予科クラス
に受け入れることになっていた。その内訳は、教育部が所管する機関は 76 校で 4882 名を
受け入れ、国家民族事務委員会が所管する機関は 6 校で 1740 名の学生を受け入れるなど
となっている。受け入れ計画人数が最も多いのは、国家民族事務委員会が所管する西南民
族大学で、四川省（受け入れ人数は 60 名。以下同じ）、雲南省（44 名）、重慶市（40 名）、






























表２－２ 中国地質大学（武漢）大学生学習支援センターの時間割（2016 年秋学期） 















































































引用注：第 3、4 校時は 10:00～12:00、第 5、6 校時は 14:00～15:30、第 7、8 校時は 16:00～ 
17:30、第 9-11 校時は 19:00～21:00 である。 
出典：中国地質大学（武漢）学習支持中心「学習中心 2016 年秋学期秋季課程輔導安排」（http: 






が提供されている。2016 年 5 月から 6 月にかけての学習指導は、読解、作文、翻訳、ヒ




































 そうした取り組みを行っている大学として、西南大学の「独学試験本科課程第 2 学歴教
育」を取り上げよう(35)。この大学は、2013 年に重慶市教育考試院から出された「独学試
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けて、経済発展の需要に適応するために専科学校が積極的に新設され、1960 年の 12 校か






新設も進められた。その結果、1960 年には大学 15 校、専科学校 12 校で、1990 年には大
学 28 校、専科学校 77 校であったが、2010 年には大学は 148 校にまで増加したのに対し
て、専科学校はわずか 15 校となった。その後はともに減少傾向に転じ、2016 年には大学
が 145 校、専科学校は 13 校になっている。大学のうち、専科学校から昇格した大学は 71
校である。また、高等教育の粗在学率（Gross Enrollment Ratio）も、1990 年の 29.7％









































比較すると、大きく 2 つの変化を指摘することができる。1 つは、社会サービスと国家発
展の促進が明記され、重視されるようになったことである。もう 1 つは、学術研究に付さ
れていた「高度な」と、人材養成に付されていた「専門的な」という言葉が外されたこと







































れるようになった。例えば、国立清華大学は、TOEIC750 点以上、TOEFL iBT 79 点以上、
− 37 −
 TOEFL ITP 550 点以上、IELTS6.0 以上、または大学が定めた英語検定資格の取得を卒業











































































科学 生態工学技術 分子医薬学 日本研究 




クスシステム 女性とジェンダー 東アジア研究 
食品科学技術 海洋科学 コミュニカーショ
ン学 欧州と EU 研究 
高分子科学技術 生物学的統計 海事学 アジア芸術 
ナノテクノロジー 幹細胞と再生医療 人口学 芸術とデザイン 
生物技術 高分子医療 リーダーシップ 中英翻訳 
システム生物学と
生物情報学 漢方薬学 創造力と起業家 古典人文科学作品 
持続可能な資源 伝染病学 レジャー経営管理  
バイオ産業自動操
作 健康と栄養 知識管理   
出典：国立台湾大学「学分学程」（https://ifsel3.aca.ntu.edu.tw/cou_stu/index.php、 









 課程については、大学院生（高分子化学・工学の学生は除外）と学士課程 2 年生以上の
学生がプログラムの履修を申請することができる。プログラムの課程は必修科目と専門科







































































































特徴として以下の 3 点を指摘することができる。 






















































(1) 台湾では、大学に相当する高等教育機関の名称には大学と独立学院の 2 つがあるが、
本章では両者をあわせて大学と称する。 
(2)「大学法」第 1 条と「専科学校法」第 1 条を参照。 




学」『国家教育論壇』2 巻 5 期、2002 年、107～110 頁を参照。 
(5) 教育部『大学研究所教育検討与展望』2001 年、17 頁、教育部「我国研究所教育定位
与未来発展専案報告」『立法院第五会期』2004 年、9 頁。 
(6) 教育部『我国高等教育發展規畫研究專案報告』2003 年、35～37 頁。 
(7) 同上。 
(8)「大学法」第 26 条、「大学法施行細則」第 22 条及び第 23 条を参照。 
(9)「専科以上学校総量発展規模与資源条件標準」第 9 条を参照。 
(10) 詳しくは、廖于晴「台湾における大学教育観の変容－空中大学における学位授与の
論争を手掛かりに」『京都大学大学院教育学研究科紀要』第 61 号、2015 年、383～395
頁を参照。 
(11) 国立清華大学「英語能力検定考試畢業門檻」（2015 年）（http://curricul.web.nthu.edu.t 
w/files/13-1073-84279.php?Lang=zh-tw、2016 年 11 月 13 日最終閲覧）。 
(12) 蕭玉真「提升学生学習成効－浅談大学教学卓越計画」『評鑑雙月刊』第 31 期、2011
年、29～33 頁。 
(13) 同上。 








 (15) 国立台湾大学『中程発展計画書（103－107 学年度）』2014 年、3～12 頁（http://www. 
 ntu.edu.tw/about/statistics.html、2016 年 11 月 14 日最終閲覧）。 
(16) 同上。 
(17) 国立台湾大学「国立台湾大学跨院系所学分学程設置準則」（2016 年）（http://www.aca.n 
tu.edu.tw/curri/curs_progset.asp、2016 年 10 月 30 日最終閲覧）。 
(18) 詳しくは、「大学法」第 11 条及び第 27 条、「大学法施行細則」第 8 条及び第 9 条を
参照。 
(19) 国立台湾大学高分子化学与工程学研究所「高分子科技学程」（http://www.pse.ntu.ed 







(21) 高分子科技学程「学程課程」（2016 年）（http://www.pse.ntu.edu.tw/course/super_ 
 pages.php? ID=course4&Sn=5、2016 年 10 月 30 日最終閲覧）。 
(22) 国立台湾大学教学発展中心「学習促進組」（http://ctld.ntu.edu.tw/ls/ls_01_11.php、   
2016 年 10 月 30 日最終閲覧）。 
(23) 国立台湾大学教学発展中心「Future Faculty」（http://ctld.ntu.edu.tw/ls/ls_01_11.p 
 hp、2016 年 11 月 15 日最終閲覧）。 
(24) 世新大学「校史与沿革」（https://www.shu.edu.tw/SHU-History.aspx、2016 年 10 月 
30 日最終閲覧）；世新大学『104−107 年中程校務発展計画』2015 年、1～6 頁（http:// 
rd.web.shu.edu.tw/%E4%B8%AD%E7%A8%8B%E6%A0%A1%E5%8B%99%E7%99
%BC%E5%B1%95%E8%A8%88%E7%95%AB/、2016 年 11 月 15 日最終閲覧）。 
(25) 同上。 
(26) 世新大学、前掲書、2015 年、1～6 頁。 
(27) 世新大学「学生学業輔導」（http://cte.shu.edu.tw/remedial/index.html、2016 年 10
月 30 日最終閲覧）。 
(28) 教学卓越創新世新「推動学習輔導」（http://cte.shu.edu.tw/spirit_old/subplans01.php? 
lv1_id=2&lv2_id=135、2016 年 10 月 30 日最終閲覧）。 
(29) 教学卓越創新世新「提升核心能力」（http://cte.shu.edu.tw/spirit_old/subplans01.php? 
lv1_id=2&lv2_id=136、2016 年 10 月 30 日最終閲覧）。 









lv1_id=2&lv2_id=138、2016 年 10 月 30 日最終閲覧）。 
(32) 育達科技大学「学校未来発展願景或中長程発展需求」（http://info.ydu.edu.tw/front/ 
 bin/cglist.phtml?Category=47、2016 年 10 月 30 日最終閲覧）。 
(33) 育達科技大学證照資訊網「各系證照畢業門檻」（http://acad.ydu.edu.tw/ccw/、2016















ハノイを含め 5 つの中央直轄市と 58 の省からなる。人口は約 9 千万人で、その 86％以上
をキン族が占め、この他に 53 の少数民族がいる。また、ベトナムは 1986 年から市場原理
を志向するドイモイ政策を展開してきた一方で、ベトナム共産党（以下、党と略）による
社会主義の体制を一貫して堅持してきた。さらに、ベトナムの経済はドイモイ政策開始以















た。そして、2005 年に出された「2006 年－2020 年段階のベトナム大学教育の全面的かつ













究、多様な技術、多くの質の高い領域の中心」（第 8 条 1 項、下線筆者）とされ、法制度
上国家が優先的に投資する対象であることが確認された。また、経済発展と大学教育をめ
ぐる政策の転換に伴って、大学教育の規模も 1990 年代から飛躍的に拡大し、1999－2000
年度に 69 大学（うち公立は 52）、71 万 9842 人（同 62 万 4423 人）だった数が、2015－










（Nghiên Cứu Khoa Học、以下、NCKH と略）も、これを主として扱う研究は確認でき








































各大学はその組織内に青年団（đoàn thanh niên）を設けている。大衆組織の 1 つである
青年団は、短期大学や大学に対する影響を保つためにベトナム学生会（hội sinh viên Việt 
Nam）を組織しており(13)、関連の条例においてその目的を、「学習と実習において、会員・
学生を学ばせ、団結させて、学問の奨励とその支援を行い、学生の任務を完遂させ、強固





















実施されているという特徴を有する。NCKH の展開を基礎づけた法規である 2000 年教育
訓練省決定第 8 号「各大学及び各短期大学における学生の科学研究に関する規定」（以下、
8 号決定と表記）では、まず、その目的として「高水準な人材養成への貢献」、「各科学研




8 号決定における NCKH は、大学教育の実践への応用を主眼としながらも、あくまで「正
課学習に関して影響を与えない」活動として位置づけられていたことがわかる。 
2012 年には、この 8 号決定が廃止される形で教育訓練省第 19 号通達「各高等教育機関
における学生の科学研究活動に関する規定」（以下、19 号通達と表記）が発行された。こ
の 19 号通達は、8 号決定よりも施行細目を詳しく規定するとともに、学生の活動だけでな
く NCKH に関する管理や責任・権限の明確化を図る一般規定を設けつつ、第 2 条で NCKH




という条文に差し替えられた。それから、第 3 条では、8 号決定の「正規学習への影響を
与えない」という規定が「科学的価値のある研究結果が新規性、創造性を持つようにする」
















しては 9 学部（khoa）、2 学科（bộ môn）が設けられている（表４－１）。 
 
表４－１ ハノイ国家大学外国語大学の学部課程における学部・学科の構成 
 # 訓練単位※１ 部門 教職員 
学部
 
1 英語師範学部 英語１、英語２、高水準、翻訳・通訳、専門英語、英語教授法 138 名 
2 英語学部 工業・経済・法律英語、自然科学英語、人文社会科学英語、第２外国語・
戦略任務英語 122 名 
3 英語圏言語文化学部 国学、英語学、文学・文化コミュニケーション 41 名 
4 フランス語文化学部 フランス語１、フランス語２、フランス語学、文学、第２外国語、フラ
ンス語教授法、専門フランス語 52 名 
5 ロシア語文化学部 ロシア語１、ロシア語２、ロシア語３、ロシア語学、文学・国学、翻訳・
通訳、ロシア語教授学 25 名 
6 中国語言語文化学部 中国語１、中国語２、中国語学、中国語教授学、中国文学・文明、翻訳・
通訳 54 名 
7 日本語文化学部 日本語翻訳・通訳、日本語学、日本語、日本語教授学、アラビア語※２ 51 名 
8 ドイツ語文化学部 ドイツ語１、ドイツ語２、ドイツ語文化、翻訳・通訳・ドイツ語教授法 19 名 
9 韓国語文化学部 韓国語、韓国語学、韓国学 27 名 
学科1 教育心理学科 心理、教育 ６名 




taxonomy/term/3/71、2016 年 11 月 13 日最終閲覧）をもとに筆者作成。 
 












のの、2015 年にハノイ国家大学外国語大学副学長 Ngô Minh Thủy が編纂した大学紹介に













（卒業単位） （134：専門科目 36、うち卒業論文/試験 6） （136：専門科目 38、うち卒業論文/試験 6） 
CLC 英語、日本語、フランス語、中国語 英語、フランス語 
（卒業単位） （155：専門科目 46、うち卒業論文 7）※１ （155：専門科目 46、うち卒業論文 7） 
※１．ただし、英語のみ 156 単位（専門科目 47、卒業論文 7）。 
出典：2015 年ハノイ国家大学決定 3605 号をもとに筆者作成。 
 
カリキュラムは全部で 20 種類あり、レベルは標準（chuẩn ngành）と高水準（Chất Lượng 
Cao、以下、CLC と略）、専攻は言語学と師範学から構成されている。標準と CLC の違い
を見ると、CLC では卒業論文が必修であり、卒業単位数も多い。つまり、能力試験を課し
て選抜した CLC の学生に対しては、研究としての学修成果を求めていると言える。また、
CLC では専門科目は必修、選択あわせて 10 単位程度増えており、より高度な専門性を求
めていることがうかがわれる。さらに、第 2 外国語の履修も 5 単位増えており、複数言語
に関するより高い運用能力を求めていることがわかる。 
この他、ハノイ国家大学外国語大学は、ハノイ国家大学内の他の成員大学や学部と連携











４．ハノイ国家大学外国語大学における NCKH の展開 
（１）大学教育としての指針に見る NCKH の展開 
それでは、前節で見た正規カリキュラムとは別に付加的プログラムとして展開されてい
る NCKH の活動に関して、まずハノイ国家大学としての規定を見てみよう。 
ハノイ国家大学では、2013 年改訂の「ハノイ国家大学における大学教育の規定」（以下、
大学規定と表記）の中で、NCKH は全学的な活動として位置づけられている。そのうち、
特に第 35 条では、NCKH に関する 2 つの活動形態が定められている。1 つは、学生科学
クラブや(21)、専門ゼミナールへの参加、会議などでの報告及び専門雑誌への発表である。
もう 1 つは、実地調査、科学実験、討論、卒業制作などとともに、実践への科学の応用で
ある。また、学生が行う NCKH 活動の組織、管理に関する規定では、各学部・学科で NCKH
を計画するとともに、ハノイ国家大学としての褒賞を設けることが規定されている（第 36
条）。そして、教員は、3 年生以下の学生を対象に最大 10 時間の指導を行うこととしてい
る。さらに、NCKH の評価は成績や卒業に関する評価に換算されないとされているが、同
時に「奨学金、大学院への進学及びその他の権利」に関しては NCKH での活動を考慮す
ることも規定されている（第 37 条）。つまり、NCKH は正規カリキュラムとは別に組織
されながらも、大学における研究活動やその財政的な運用能力と深い関わりを持つ。 
 
（２）学生の NCKH の活動形態 
次に、ハノイ国家大学外国語大学科学技術課通達第 991 号「2015－2016 年度学生科学
研究活動を組織する計画及び規定に関する通達」（以下、991 号通達と表記）を手がかりに、




クラブへの参加、卒業論文・年報などの作成という 3 つの形式が規定されており、特に 3
つ目については正規のカリキュラムとの関連づけがなされている。日本語文化学部 Đào 
− 55 −








NCKH の実施は 19 号通達及び 991 号通達で 9 月からとなっている。参加者数は学部・













表４－３ 2015 年度におけるハノイ国家大学外国語大学の NCKH 報告数 
 訓練単位※１ 報告数 大会参加数 受賞数 
学部
 
英語師範学部 140 30 20 
中国語言語文化学部 40 10 8 
ロシア語文化学部 20 6 5 
フランス語文化学部 40 10 8 
東洋言語文化学部（日本語文化学部） 40 10 8 
西洋文化学部（英語学部、英語圏言語文化学部、ドイツ語文化学部） 20 6 5 
韓国語文化学部 20 6 5 
学科 教育心理学科 12 3 2 
ベトナム語文化学科 12 3 2 




 この表を見ると、各学部で組織された NCKH のグループ・個人は均等に 3 倍から 4 倍




規定となっており、選出された各報告に対しては 1 報あたり 10 万ドン（約 450 円）、各専
門教員に対して 1 報ごとに 10 万ドン（約 450 円）が支給されるためである。ただし、Đào 
Thị Nga My 学部長はこうした活動経費が非常に少ないことも指摘しており、教員はなか
ばボランティアとして NCKH に携わっているという。一方で、各学部・学科で NCKH が
組織されるため、例えば日本語文化学部では日系企業からの支援を集めて、報奨金となる









 賞金 加算点数 
成員大学 国家大学 成員大学 国家大学／教育訓練省 
一等賞 100 万ドン 200 万ドン 0.10 点 0.20 点 
二等賞 70 万ドン 100 万ドン 0.07 点 0.15 点 
三等賞 50 万ドン 70 万ドン 0.05 点 0.10 点 




19 号通達で規定されている通り 5 人までとなっている（第 7 条 3 項 a）。さらに、各個人・
グループは題目を設定し、研究ごとに専門の教員が指導する形で、最終的にはその成果が













表４－５ 選出された NCKH の題目 
# 人数 題目 頁数 単語数 
1 1 人 どうすれば日本語の聴解をよく勉強できるのか？ 31 頁 8,035 
2 3 人 
ハノイ国家大学外国語大学東洋文化学部で日本語を専門とする２年生を対象に日本
語に興味を持たせる 70 頁 17,479 
3 1 人 けん玉－日本の伝統的な遊び－ 46 頁 7,021 
4 2 人 日本語における終助詞と日本語を学んでいるベトナム人学生の終助詞の使用状況 38 頁 9,978 
5 2 人 ベトナム語の思考が日本語を学ぶ学生の書く技能に与える影響と克服への解決策 36 頁 12,644 
6 1 人 人間の象徴的な行動に関する日本語の擬態語グループ 52 頁 21,553 
7 1 人 日本人とベトナム人の交渉の仕方に関する一考察 58 頁 25,844 
8 2 人 和製英語に関する研究第一歩 45 頁 14,757 
9 3 人 日本語の学生による作文の際の助詞に関する誤り 78 頁 23,439 
10 1 人 アラビア語とベトナム語との音声比較 20 頁 4,792 
11 1 人 公共の場での日本人のマナー 38 頁 16,270 





























では、なぜ大学改革の一環として、CLC や専門科目のように NCKH を正規カリキュラ
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 インド共和国（以下、インドと略）の大きな特徴の 1 つは、宗教的、言語的、民族的に
多様性に富んでいることである。そのため、1947 年の独立にあたって、それらの多様性の
統一と各グループへの権限移譲の必要性によって、インドは「連邦制国家」として誕生し






University）、インド工科大学（Institute of Indian Technology、以下、IITと略）に代表
される専門分野の卓越した高等教育を担う国家的重要機関（Institute of National 
Importance）を設置認可する権限がある。あわせて連邦政府は、大学補助金委員会法





















表５－１ 2014 年度における高等教育機関数 
 
出典：UGC. Annual Report 2014-15. New Delhi; UGC, 2015, p.46 を参考に筆者作成。 
ただし国家的重要機関については 2016 年 4 月 19 日時点（MHRD（http://mhrd. 
gov.in/institutions-national-importance、2016 年 9 月 13 日最終閲覧））。 
 
 続いて、インドの大学入学者選抜制度を見ると、それは大きく 2 つの試験によって成り







試験（Joint Engineering Examination、以下、JEE と略）に合格する必要がある。ただ
し憲法第 46 条の下、一般的に社会的弱者層とされる「指定カースト（Scheduled Caste、
以下、SC と略）」や「指定部族（Scheduled Tribe、以下、ST と略）」、またクリーミー・
レイヤー(3)を除く「その他後進諸階級（Other Backward Classes、以下、OBC と略）」と
呼ばれるカテゴリーに対して、教育機関への入学や公務員への就職などのために一定の割
合の枠が割り当てられる「留保制度」が存在している（連邦レベルではその人口比に応じ
て、「SC」が 15％、「ST」が 7.5％、「OBC」が 27％。加えて「障がい者（Persons with 
Disability）」もその対象となっており、各カテゴリーの枠の中で 3％の留保枠（SC であれ
ば留保枠の 15％分のうち、その 3％）が設けられている）。そのため、最難関校と言われ
る IIT においても、その定員の半数弱は上記のカテゴリーに割り当てられている。 
 最後に、修業年限とカリキュラムについて整理すると、まずインドの学部段階における




 に 1 年生の段階から各専門教育がはじまり、日本でいう一般教養科目に相当するものがな
い。表５－２は、UGC が公表している Commerce のモデル・カリキュラムである。 
 
表５－２ UGC による Commerce のモデル・カリキュラム 
出典：UGC.UGC MODEL CURRICULUM, COMMERCE. 2001（http://www.ugc.ac. 







表５－３ AICTE による工学系コースのモデル・カリキュラム 
 
出典：AICTE. MODEL SCHEME OF INSTRUCTION AND SYLLABI FOR UG  
ENGINEERING DEGREE PROGRAMMES (Mechanical Engineering). （http:// 
www.aicte-india.org/downloads/MODEL_SYLLABI_FOR_UG_%20Mech_%20En
















議会（All India Council for Technical Education、以下、AICTE と略）」のモデル・カリ
キュラムを見ると（表５－３）、先の一般的なコースとは異なり、第 1、第 2 学年（1 セメ














で行ったが、それに対して UGC は「4 年制コースは、1986 年に定めたインドの教育政策
（高等教育は 3 年）に反する」として、4 年制コースの廃止を勧告した。その結果、この










































ている。具体的に確認すると、2010 年度、第 1～8 学年までの全在籍者数は約 2 億人（1



















































（Maulana Azad National Urdu University）は、2006 年に「マイノリティのための補習
指導センター（Remedial Coaching Centre for Minorities）」を設立し、それ以降現在ま
で継続的に補習教育を提供している。このセンターでは、SC、ST、OBC を含むマイノリ





University）は、2012 年から UGC の補助金を利用し、朝 7 時から 10 時までと夕方 4 時
から 6 時までの 2 つのセッションを用意し、それらの時間帯にさまざまなプログラムを提
供している。例えば 2012 年度には、公務員の適性試験のための授業（86 人）、コンピュ
ータ・スキル及びコミュニケーション英語のための補習教育（54 人）が設けられ、2013
年度には補習教育として生物科学（Biological Science）が提供されていた。こうしたプロ
グラムに、2012 年から 2015 年までの間にあわせて 463 人（この中には大学院生も含まれ
る）の学生が参加していたという(15)。 
 最後に、ウッタル・プラデーシュ州バレーリーにある州立のマハトマ・ジョーティバー・
プレー・ローヒルカンド大学（Mahatma Jyotiba Phule Rohilkhand University）も、UGC
から補助金を受け取りながら補習教育や奨学金試験の対策などのプログラムを提供してい
る。しかし、大学側は、その理由はわからないとしながらも、この大学で約 3000 人いる
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このような社会的状況の下、UAE では 2015 年時点で 78 の高等教育機関が設置されて
おり、そのうち 3 機関が UAE の国立大学である連邦立大学である。1999 年には公立・私
立高等教育機関の増加を抑制するために、連邦政府の高等教育科学研究省により学術・適













 べて米国などの外国大学の分校であり、同国には約 10 校の分校が設置されている。この
ように高等教育機関数が極めて少なく、高等教育進学率も 14％（2013 年）にとどまって
いる点で、カタールで高等教育を受ける者はごく少数のエリート層に限られていると言え




















































グラムが提供されている。CAA によれば、連邦立大学を含めた 78 の高等教育機関のうち






の提携により無償であるが、アブダビの高校に在籍する UAE 人高校生 32 名に対象が限定
され、その選考は各高校による成績優秀者の推薦によって行われるなど、エリート向けの































 ３．UAE・カタールにおける基礎プログラム（Foundation Program） 




















（1 科目は 2 単位または 3 単位）まで履修することが可能である。 
UAE 大学では、英語、数学、アラビア語の基礎プログラムが提供されている。英語コ
ースでは、免除・修了要件は多岐に設定されており、「CEPA で 180 点以上（210 点満点）」
や「IELTS で 5.0 以上」といった条件を満たしていればコースの履修が免除される。これ
らのスコアは、ザーイド大学や高等技術カレッジと同じ水準である。英語コースでは習熟

















除が決定される。UAE 大学でのアラビア語習熟度試験で 5.5 点以上を獲得するか、上級ク
ラスを 60 点以上の点数で修了すればアラビア語コースを修了することができる(15)。 
最後に、UAE の連邦立大学における基礎プログラムの展開動向を確認しておきたい。
CEPA が導入された 2003 年には、連邦立 3 大学へ入学するための CEPA の英語試験で十
分な語学能力があると認定された者はわずか 383 人であった。それが、2015 年には 4970




生は 1 年以内で基礎プログラムを終えるものの、31～35％の学生は 2 年かけて基礎プログ
ラムを終えることになる(18)。もう 1 つの連邦立大学であるザーイド大学では、直接的に学






ついては、2014 年に、1 年間の基礎プログラムに加えて 3 週間の速習プログラムが新たに
設置された。政府機関であり、連邦立大学への入学試験を統括する学務・入学局の入試部










 コースの運営費は連邦の高等教育予算から割り当てられている。実際に 3 校の連邦立大学


























生が対象とされている。授業時間は 1 週間で 25 時間（英語：21 時間、数学：4 時間）と
され、初級から始めて中級を修了するまで 1 年間の期間が想定されている。1 年で基礎プ



























れば、2007 年度から 2010 年度にかけては学士課程・基礎プログラムそれぞれに在籍する
学生数がともに微増しているが、2011 年度以降は学士課程の学生数が急激に伸びる一方で、
基礎プログラムに在籍する学生数は急激な減少に転じている。このような 2011 年以降の
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 終章 付加的プログラムの展開から見たアジアの大学教育 
 
 






































































































































































 続いて、拡充的プログラムの展開について、比較的な観点から 7 か国での状況を横断的
に考察する。 



































































 Undergraduate Education in Asia: 
The Cases for the Development of Additional Programs 
 
Hirotaka NANBU* and Yusuke NAKAJIMA** (Eds.) 
 
This book explores the characteristics and developments of undergraduate education in 
Asia, focusing on Additional Programs.  Although undergraduate education varies 
between countries, the curricula have traditionally been designed for specialized fields and 
professions.  However, universities are responding to changing environments such as 
globalization; the emerging knowledge-based society; the dynamics of democratization; 
and the expansion of higher education scale.  It leads them to revise their regular 
curricula and to introduce Additional Programs that promote activities that are not 
included in the regular curricula.  In our study, Additional Programs are divided into two 
types: supplementary and enrichment.  The former examples are remedial education and 
learning support for poor academic performance students, and the latter ones are programs 
that strengthen research capabilities and supporting acquisition of qualifications or 
licences.  We observe similarities and differences regarding Additional Programs and 
consider the philosophy of education reform in South Korea, China, Taiwan, Vietnam, 
India, the United Arab Emirates and Qatar.  The study provides a more comprehensive 
understanding of undergraduate education in Asia.  In conclusion, these countries all 
develop Additional Programs, both supplementary and enrichment, beyond their regular 
curricula without regard to scale of undergraduate education or the regime.  On the other 
hand, differences between the developments are found, which reflect the status of 
undergraduate education, the political situation, the economic system, social demand, and 
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